
独立行政法人日本スポーツ振興センターが運用する災害共済給付制度に関

する留意事項を周知します。 
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災害共済給付に係る児童生徒等の保護者等が自ら行う給付金の支払請求の 

留意点について（周知） 

 

この度、こども家庭庁から独立行政法人日本スポーツ振興センター（以下

「JSC」といいます。）が運用する災害共済給付制度における、災害共済給付

（医療費、障害見舞金又は死亡見舞金の支給）の給付金の支払の請求に際しての

留意事項について、以下の通り、周知依頼がありましたので送付いたします。 

 

（内容） 

①独立行政法人日本スポーツ振興センター法施行令（平成 15 年政令第 369 号）

（以下「施行令」という。）第４条第２項に基づく請求については、学校の設

置者に当該請求の可否等を判断し、又は請求内容を審査する権限はないため、

学校の設置者が学校の管理下で発生した災害であると認識しているか否かにか

かわらず、学校の設置者は、経由機関として保護者等から提出された支払請求

書を JSC に送付する義務があるものと解されること。 

②したがって、学校の設置者が、保護者等から提出された支払請求書を JSC に送

付しなかった場合には、保護者等の災害共済給付の給付金の請求を行う権利の

侵害に当たる可能性があることから、学校の設置者が保護者等から受領した支

払請求書については、速やかに当該請求書を JSC へ送付すること。 

③もっとも、施行令第４条第１項においては、「災害共済給付の給付金の支払の

請求は、災害共済給付契約に係る学校の設置者が行うものとする。」と定めて



おり、学校の設置者が請求することを基本とするこれまでの運用を変更するも

のではないこと。 

 

これらのことについて、都道府県・指定都市教育委員会にあっては所管の学校

及び域内の市区町村教育委員会等に対して、都道府県にあっては所轄の学校法人

及び私立学校に対して、附属学校を置く国立大学法人及び附属学校を置く公立大

学法人にあっては附属学校に対して、構造改革特別区域第１２条第１項の認定を

受けた地方公共団体にあっては認可した学校に対して、周知を図るよう、特段の

御配慮をお願いします。 

 なお、各教育委員会において所管の学校に対して周知する際には、例えば、各

学校における事務フローや留意点を必要に応じて整理いただく等、効率的・効果

的な周知に取り組んでいただくようお願いします。 

 

参考資料：児童生徒等の保護者等が自ら行う災害共済給付の給付金の支払の請求 

に係る留意点について（周知依頼） 
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